






























































（DG23 Enterprise）に社会的経済課（Social Economy Unit）を設置―2000年,委員会改組にともない，






































パーを用意してモンブラン会議への期待をつぎのようにのべた（Nobuji KASUYA “The Japanese 







かりなNPO国際的比較研究（『台頭する非営利セクター』（Salamon,L.M. and Anheier, H.K., 
1994をはじめとする）が紹介されてからであるが，一般に広まり始める画期となったのは，
社会的経済の促進・世界の動向（粕谷信次）









































































Centre D’Economie Socialé, Université de Liège） が基調報告（１）「社会的経済－世界のパノラマ」
社会的経済の促進・世界の動向（粕谷信次）





















　つづいて，カナダのケベックのジェラルド・ラロース（Gerald Larose, Prof. at the University of 














神が再生を見ている（Re-emergence of the Global Citizenship）。
　ざっと，こういう話であったが，私が興味をそそられたのは，それがケベックにおける社会的経





















をつくりだしているということである（Benoît Lévesque, Marie-Caire Malo and Jean-Pierre Girard, 
“ The old and new social economy: the Quebec experience” in Jacques Defourny, Patirick Develtele 
and Bénédicte Fonteneau, eds., Social Economy- North and South,2000, Université de Liege- Centre 
d’ Economie Sociale.）。
　つづいて，パネル討論があったが，パネラーは，ILO のカムーデン（Emmanuel 
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連携が出来れば，それぞれのファミリーはアジア諸国のそれぞれのファミリーとすでに連携をもっ
ているであろうから，それらを持ち寄ってアジア版のCMAF（ヨーロッパの社会的経済ファミリー
の連携組織）づくりに乗り出せることになる。
　しかし，このように，いわば上から網をかけるだけでなく，むしろ下から，すなわち，日本とア
ジア諸国の社会的経済（たとえ，個々の協同組合・共済，個々のNPOであれ）がそれぞれの間で共
同ないし連携事業（貧困削減，雇用創出，健康，福祉プロジェクト，フェア・トレードと何であれ，
出来るところから）をつくりあげていくことがさらに大切であろう。
　しかも，それらが，日本の，韓国の，タイの，中国の，その他のアジア諸国のコミュニティ・ア
クションに総合され，それらが連携するということになれば，そうなれば，下からの「人びとによ
る，市民的公共性」の広がりが「目に見える」ようになる。たとえば，途上国の社会と環境の持続
可能性を実現すべき価値とするフェア・トレードは，点と点，線と線だけに留まるとしたら，途上
国のコミュニティの自立的・内発的発展は難しい。しかし，南北の社会的経済が，小さなイニシャ
ティブであれ，諸コミュニティ・プロジェクトに総がらみでかかれば，途上国のコミュニティの，
社会的にも環境的にも持続可能な内発的発展が可能になる。つまり，フェア・トレードが線から面
に広がる。
　さらに，そのようなコミュニティ・プロジェクトが増え，その間で連携がすすめば，活き活きと
したコミュニティの持続可能な内発的発展が実現する地域圏が広がる。そして，なによりも，日本
の諸アクターのその過程へのかかわりは，日本のコミュニティ・アクションのあり方にも革新を呼
び起こし，日本とアジアでは，経済だけのFTAではなく，経済と社会・環境が両立する「ソーシャ
ル・アジア」の展望も生まれえるのではないだろうか。
（なお，モンブラン会議報告は，市民セクター政策機構『社会運動』（№294, 2004年9月）誌上でも，
社会的経済促進プロジェクト事務局の柏井宏之氏からのインタビューを受けるという形式でもすで
におこなったことがある。
　また，2004年7月20日におこなわれた社会的経済促進プロジェクトのモンブラン会議報告会で，
私およびワーカーズ・コレクティブの藤木千草，金忠紘子両氏の報告とともに生協総合研究所の栗
本昭氏，非営利協同総合研究所の石塚秀雄氏，市民セクター政策機構の佐藤紘毅氏も次のような
テーマでモンブラン会議についてのコメントを述べられた。
　栗本昭「EUにおける社会的経済の認知度－会社法に続き欧州で３分野で法制化－」
　石塚秀雄「フランス社会的経済の現状と事例－市場を含めた〈互酬〉にどう踏み込むか－」
　佐藤紘毅「イタリアの状況と社会協同組合－内的相互主義を越え外的相互主義も追求－」
　以上，いずれも市民セクター政策機構『社会運動』№295, 2004年10月, 所収。）
（かすや・のぶじ　法政大学経済学部教授）
